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令和７年度仙台市こどものためのサードプレイス事業 

公募型プロポーザル募集要項（太白区） 

 

１．事業名 

令和７年度 仙台市こどものためのサードプレイス事業（太白区） 

 

２．目的 

本事業は，家庭や学校で困難を抱える小学生に対して安心して過ごせる居場所と体験の機

会を提供し，こどもたちが信頼できる大人や友達と過ごしながら，生活習慣や学習習慣を整

え，将来の自立に向けて生き抜く力を身に付けられるよう支援すること及びその保護者への

相談支援等を実施することなどにより，困難を抱え，孤立しがちな家庭のこどもの生活の向

上を図り，保護者からこどもへの困難な状況の連鎖を防ぐことを目的とする。 

 

３．事業内容 

別紙「令和７年度仙台市こどものためのサードプレイス事業（太白区）業務委託仕様

書」のとおり。 

 

４．応募資格 

当該事業を的確に遂行する能力を有する社会福祉法人，一般社団法人，一般財団法人，

特定非営利活動法人で，次の要件を全て満たしていることを要件とする。また，これら

の要件を満たしている複数の法人の共同体による参加も可能とする。 

（１）本要項 9 に掲げる応募書類提出期限内に，仙台市の「有資格業者に対する指名停

止に関する要綱」第２条第１項の規定による指名停止を受けている者でないこと。 

（２）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないこ

と。 

（３）仙台市入札契約暴力団等排除要綱（平成 20 年 10 月 31 日市長決裁）別表に掲げる

要件に該当するものでないこと。 

（４）仙台市税の滞納がないこと。 

 

５．委託契約期間 

令和７年 12 月１日～令和８年３月 31 日 

※委託者と受託者（本業務を受託する者をいう。以下同じ。）で協議の上，拠点の開設に

必要な準備期間を設け，拠点での支援は令和８年１月 15 日までに開始する。 

 

６．選定事業者数 

１事業者 

 

７．見積上限額 

5,702,000 円（消費税及び地方消費税相当額を含む） 
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※実際の契約額は，本市予算及び提案額の範囲内で改めて協議の上決定する。 

 

８．提案にあたっての質問及び回答 

提案書作成に関して疑義が生じた場合は，下記により問い合わせること。 

（１） 受付期間 令和７年 10 月８日（水）午後５時まで 

（２） 質問方法 質問票（様式 1）により，下記の申込先まで，電子メールにて行う。 

（３） 申込先  仙台市こども若者局こども家庭部こども支援給付課  

担当：養育支援係 植野 

 電話：022-214-8180 

 FAX：022-214-8610 

 電子メール：kod006160@city.sendai.jp 

（４） 回答   令和７年 10 月 15 日（水）までに，仙台市ホームページに質問と回答を

掲載する。個別での回答は行わない。 

 

９．企画提案書の提出 

本事業の受託を希望する場合，下記により必要書類を提出すること。 

（１） 提出期限 令和７年 10 月 22 日（水）午後５時 

（２） 提出場所 〒980-0011 仙台市青葉区上杉 1 丁目 5-12 

仙台市こども若者局こども家庭部こども支援給付課  

担当：養育支援係 植野 

（３） 提出方法 下記（４）提出書類により，持参又は郵送で行うこと。 

※ 持参の場合，前記８（３）の申込先へ事前に電話連絡の上，提出期限ま

での午前９時から午後５時まで（土日・祝日を除く）に持参すること。 

※ 郵送の場合，上記提出期限必着とする。 

 

（４） 提出書類 

① 参加表明書（様式２） 

② 企画提案書（様式３） 

③ 所要経費内訳書 

④ 提案者の概要がわかる資料（会社概要等） 

⑤ 定款又は寄付行為の写し 

⑥ 履歴事項全部証明書（商業・法人登記簿謄本） 

⑦ 市税の滞納がないことの証明書 

  ⑧ 暴力団排除に係る誓約書（様式４） 

⑨ 共同体による参加の場合のみ  

 構成員表（様式５－１），協定書（様式５－２），委任状（様式５－３） 

※ ②及び③については正本１部と副本６部，合計７部をご提出ください。 

 

（５） 提案書類作成上の注意 
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① 別紙様式３の記載事項を確認し，具体的に記載すること。 

② Ａ４版・横書き・用紙は縦向きで使用し，必要に応じて絵，図を用いてわかりやす

く記載すること。 

③ 企画提案書（様式３）は 15 ページ以内とすること（表紙は除く）。 

④ 所要経費内訳書については，人件費，諸経費等の積算の内訳・根拠がわかるよう，

できるだけ詳細に記載すること。なお，所要経費内訳書については③に示したペー

ジ数には含まない。 

⑤ 企画提案にかかる費用は応募者の負担とする。 

⑥ 提出書類は返却しない。 

⑦ 提出期限後の提案書の提出，期限後の提案書の差替え・再提出は認めない（軽易な

ものを除く）。 

⑧ 企画提案書は片面印刷とし，表紙以外のページには法人名やその所在地，従事者の

実名，法人特有のサービス名等，提案者を容易に特定できるような内容は記載しな

い。やむを得ず記載する場合は該当部分を黒塗りにすること。所要経費内訳書につ

いても同様に提案者を用意に特定できるような内容は記載しないこと。 

※ 提案書類等は仙台市情報公開条例（平成 12 年仙台市条例第 80 号）第２条第２号に

定める公文書になるので，同条例第７条に基づき非公開となる情報を除き，公文書

公開の対象となります。 

 

（６） 企画提案書等の無効及び参加資格の喪失等 

次のいずれかに該当する場合には，提出された企画提案書等を無効とし，本プロポー

ザルへの参加資格を失うものとする。なお，受託候補者が，参加資格を失った場合には，

次順位の者と手続きを行う。 

・提出期限を過ぎて提出された場合 

・提出書類に虚偽の記載があった場合 

・審査の公平性に害する行為があった場合 

・本要項４に示す応募資格を欠くことになった場合 

・本要項７に示す見積上限額を超える金額での提案があった場合 

・その他企画提案に関する条件に違反した提案 

 

10．プレゼンテーションの実施 

提出された企画提案書をもとに，プレゼンテーションを実施する。 

（１） プレゼンテーションの実施は令和７年 11 月 10 日（月）を予定しているが，詳細は

別途連絡するものとする。 

（２） １事業者あたりの時間は概ね 30 分程度とする（説明 15 分，質疑 15 分） 

（３） 注意事項 

① プレゼンテーションに参加できる人数は，１事業者（共同体を含む）あたり３人以下

とする。 

② プレゼンテーションは，提出済の企画提案書に基づき行うものとし，パソコンやスク
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リーン等の持込み機器の使用は不可とする。 

③ プレゼンテーションは，事業者名が分かる情報を伏せて行うこととする。 

 

11．事業者の選定方法 

以下の方法により，事業者を選定する。 

（１） 選定方法  

提出された企画提案書及びプレゼンテーションの内容をもとに審査委員会で評議を

行い，最も合計点数の高い事業者を受託候補者とする。なお，応募団体が６団体以上

の場合は，申請書類の内容に基づき，提案内容の本市仕様への準拠状況や提案内容の

実現性・実効性等の観点から，一次書類審査を行う場合がある。 

（２） 審査基準 

項目 配点 

１ 事業に対する基本的な考え方 

現在の社会情勢等や本事業の目的を踏まえた，拠点設置エリアの地域特性

と支援が必要な小学生の現状，対象となるこどもや保護者への支援の方針な

どの基本的な考え方 

２０ 

２ 事業実施体制 

（１）拠点の設置場所・設置方法及び事業実施時間 

（２）人員の配置計画 

（３）支援員等への研修内容 

２０ 

３ 事業実施内容 

（１）拠点支援について 

（２）訪問支援について 

（３）他機関との連携について 

３０ 

４ これまでの活動実績 

 これまでの団体の活動内容や行政との関わり，関係団体との連携状況，こ

どもに対して行った支援の具体事例と効果 

１０ 

５ その他支援内容についてのアピールポイント 

事業の目的に資するような独自の工夫，提案等。 

１０ 

６ 経費積算内容の合理性・妥当性 

所要経費総額及び内訳。 

１０ 

合計 １００ 

（３） 選定結果 

結果は，令和７年 11 月中旬に全提案者に対して郵送で通知する。 

（４） 選定されなかった場合の理由説明 

企画提案書が選定されなかった者は，通知を受けた日の翌日から起算して 14 日以内

に，書面により選定されなかった理由を求めることができる。 

仙台市は，非選定の理由についての説明を求められたときは，その翌日から起算して

10 日以内に書面により回答する。 
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12．本契約についての留意事項 

（１） 契約については，事前に委託内容・委託料について協議のうえ，随意契約を締結す

る。なお，その者との契約が成立しない場合は，次点者と交渉を行うものとする。 

（２） 契約の締結にあたっては，選定された企画提案の内容を基本とするが，選定された

企画提案の内容をそのまま実施することをあらかじめ約束するものではなく，詳細

については別途協議を行うものとする。 

（３） 委託事業の実施に伴って取得した物品，特許権及び著作権等は仙台市に帰属する。 

（４） 委託事業の開始から終了までの間，事業実施方法や進捗状況の確認等，事業の円滑

な実施のために定期的に市と連絡調整を行うこと。 

（５） 本事業に係る国等の会計実地検査が行われる場合は，協力すること。 

 

13．スケジュール（予定） 

令和７年９月 25 日 （木）公募開始 

10 月 8 日 （水）質問受付締切 

15 日 （水）質問回答 

    22 日 （水）企画提案書提出締切 

11 月 10 日 （月）プレゼンテーション・審査委員会 

11 月中旬    結果通知 


